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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第４区分
【発行日】平成28年1月14日(2016.1.14)

【公開番号】特開2014-150711(P2014-150711A)
【公開日】平成26年8月21日(2014.8.21)
【年通号数】公開・登録公報2014-044
【出願番号】特願2014-8253(P2014-8253)
【国際特許分類】
   Ｈ０２Ｎ  11/00     (2006.01)
   Ｈ０２Ｊ  50/00     (2016.01)
   Ｈ０２Ｊ  15/00     (2006.01)
   Ｈ０２Ｊ   7/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０２Ｎ   11/00     　　　Ａ
   Ｈ０２Ｊ   17/00     　　　Ａ
   Ｈ０２Ｊ   15/00     　　　Ｄ
   Ｈ０２Ｊ    7/00     ３０３Ａ
   Ｈ０２Ｊ    7/00     ３０２Ａ
   Ｈ０２Ｊ    7/00     　　　Ａ

【誤訳訂正書】
【提出日】平成27年11月24日(2015.11.24)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２５
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２５】
  図３は、一部の実施形態の代替の例示的な使用シナリオ３００を示す上面図である。こ
の例において、単一の貯蔵器１２０は、貯蔵器１２０の範囲内にありうる複数のエネルギ
ー源１１０からエネルギーを収集することができる。たとえば、そのような貯蔵器は、通
常特定の領域（たとえば、港、マリーナ、空港など）内に集合すると予想される車両（た
とえば、ボート、航空機など）からエネルギーを収集するために使用されてもよい。ある
いは、各貯蔵器は、移動中の車両（たとえば、高速道路を走行中の車、飛行中の航空機な
ど）からエネルギーを収集することが可能であってもよい。もう１つの例として、そのよ
うな貯蔵器は、コミュニティ全体にわたり家庭および／または会社にある器具（たとえば
、オーブン）からエネルギーを収集することができてもよい。一部の実施形態において、
貯蔵器は、可動式であってもよく、固定されたエネルギー源からエネルギーを収集しても
よい。
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